
資料５

創薬支援戦略室の日本医療研究開発機構への
移管に向けた準備状況
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※1 研究・経営評議会 ・・・研究の実施を含む機構の運営に関する重要事項に関し、理事長に対し助言等を
行う組織

※2 アドバイザリーボード ・・・医療現場、産業界、研究者、患者等からの様々なニーズの把握のため理事長の
下に置かれる会議

理
事
長
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（外部委託等により予算
の執行を補助する者）

１０２人 約２００人

規模（※）

日本医療研究開発機構組織体制について

※ 事業の予算規模等に応じて、変動し得る。
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創薬支援戦略部の体制
▽ 創薬支援戦略室は、「創薬支援ネットワーク」の本部機能を担う組織として、

平成25年4月に医薬基盤研究所に設置。
▽ 独立行政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定）において、

創薬支援業務は、所要の人員も含め、日本医療研究開発機構に移管することとされた。

創薬支援戦略部
（創薬支援ネットワークの本部機能）

西日本統括部

東日本統括部

創薬支援戦略部長を
配置

○２７年４月の医薬基盤研究所からの移管に際しては、東西２拠点の体制を維持し、
コーディネータ等の人員を引き継ぐ。

○日本医療研究開発機構において、医薬品研究に関わる他部署の職員を併任させる等、
他のプロジェクト等との連携を考慮した体制の強化を図る。

日本医療研究開発機構
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研究
企画課

臨床研究・治験基盤事業部

バイオバンク等研究開発基盤の整備支援

戦略的国際研究の推進

アカデミア創薬実現のための創薬支援ネットワークによる支援

質の高い臨床研究・治験への支援

産学連携等実用化へ向けた支援

７プロジェクトを包含する戦略推進部が他の５事業部との「縦横連携」によって
Medical R&Dの全体最適化を目指す
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移管準備状況について（主なもの）

事務所の物品や創薬関連のデータベース等の移管

コーディネータ等職員の移管・確保

事業承継に伴う関連契約書等の移管

◎ 実施中の個々の支援については、創薬支援戦略室の移管に伴って、研究の中断等、支援に
支障を生じることのないように対応している。

理研、基盤研、産総研
実施分

各研究所の運営費交付金で対応しているため、移管に伴う問題は発生しない

外部研究機関委託
実施分

２６年度末までに完了できる内容になるよう研究計画策定の際に事前に調整
（26年度までは基盤研の運営費交付金により実施しているが、

27年度以降はAMEDの一元化対象経費（補助金）による実施となる）
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